
１－１ 
 

議題１（委員会決裁事項（規則第３条第６号）） 

 

 

知事からの意見聴取に対する回答の承認について 

 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により知事から意見

を求められた地方自治法第 179 条第１項の規定による知事の次の専決処分につ

いて、大阪府教育委員会事務決裁規則第５条に基づき教育長が代決により異議

がない旨を回答した。 

この代決を、大阪府教育委員会事務決裁規則第７条第２項に基づき承認する。 

 

 

令和２年７月 20日 

 

 

大阪府教育委員会       

 

〇予算案 

 １ 令和２年度大阪府一般会計補正予算（第７号）の件（教育委員会関係分） 

 

 

 

＜参考＞ 

  〇大阪府教育委員会事務決裁規則 

（事務の専決及び代決） 

第５条 第３条各号に規定する事項について緊急やむを得ないときは、教

育長がその事項を代決することができる。 

（専決した事項等の報告） 

第７条  （略） 

 ２ 第５条の規定により教育長が代決したときは、速やかに委員会の会

議において報告し、その承認を受けるものとする。 

  

 



１７億５，２１７万２千円

５，４０９億３，５７５万３千円

５，４２６億８，７９２万５千円

上段 補正額

中段 補正前予算額

下段 補正後予算額

事 業 名 事 業 内 容 の 説 明

【 国 経 済 対 策 】

新型コロナウィルス感染症 8億4,600万円

対策学校再開支援事業費 0

≪ 新 規 ≫ 8億4,600万円

【 国 経 済 対 策 】

学 習 支 援 員 配 置 1億1,520万円

事 業 費 0

≪ 新 規 ≫ 1億1,520万円

【 国 経 済 対 策 】

学 習 支 援 員 配 置 2億3,439万9千円

事 業 費 補 助 金 3,942万円

2億7,381万9千円

【 国 経 済 対 策 】

スクールサポートスタッフ 8,932万7千円

配 置 事 業 費 0

≪ 新 規 ≫ 8,932万7千円

【 国 経 済 対 策 】

スクールサポートスタッフ 1億5,352万1千円

配 置 事 業 費 7,496万円

2億2,848万1千円

【 一 部 国 経 済 対 策 】

学 校 体 育 振 興 費 3,722万5千円

361万7千円

4,084万2千円

【 国 経 済 対 策 】

教育支援体制整備事業費 2億7,650万円

補 助 金 3億  390万6千円

5億8,040万6千円

 学校再開後、臨時休業により短縮された期間で授業を実施するにあたり、
ＴＴ指導や補習等の実施、オンライン授業や学習家庭の教材作成補助な
ど、生徒の学びの保障を徹底的にサポートするため、府立高等学校（中高
一貫校含む）等に学習支援員を配置する。

 学校再開後、府立学校における新型コロナウィルスの感染症防止及び第
２・第３の発生リスクを抑えるための取組などに必要となる物品（消毒液、ハ
ンドソープ、手袋､赤外線サーモグラフィー等の保健衛生用品 フェイスシー
ルド、ビニールカーテンシート、ガウン､除菌装置等の飛沫感染防止対策用
品 など）の購入に係る経費を措置する。

教育庁 令和２年度一般会計補正予算（第７号）の概要

第７号補正予算の概要

一般会計
第７号補正予算額

補正前予算額

補正後予算額

〔 一 般 会 計 〕

事 業 費

開催が中止となった中学生及び高校生の体育大会（全国大会）の代替開催
となる大阪大会について、感染予防対策等に要する経費を支援する。

感染症対策強化のため、国・公立及び私立の幼稚園設置者に対し、衛生用
品（子ども用マスク、消毒液）等の購入費補助を拡充する。

 学校再開後、臨時休業により遅れた学習を限られた期間で取り戻すた
め、公立小・中学校において、放課後や長期休業期間の補充学習、授業中
の個別学習支援等を行う学習支援員を配置する市町村（政令市を除く）へ
の補助を拡充する。

学校再開後、重症化リスクの高い基礎疾患を持つ児童生徒への更なる衛
生管理を実施するため、また、マスク着用や人との適切な距離を保つことが
難しい児童生徒に対して、衛生管理に留意しつつ子どもの安全（介助）を確
保するため、府立支援学校にスクールサポートスタッフ（補助員）を配置す
る。

学校再開後、教員が子どもの学びの保障に注力できるよう、家庭用教材等
の印刷、保護者への連絡など、学級担任等の補助するため、公立小・中学
校において、スクールサポートスタッフを配置する市町村（政令市を除く）を
補助する。
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